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３．研究課題名 

東日本大震災の復旧・復興に関する産業連関分析 

 

４．研究概要 

世界中の多くの国の歴史のなかでも、2011年 3月 11日にわが国の東日本で引き起こされたマグニチ

ュード 9.0 という大きさの地震は、その後の津波や原子力発電の「融解」（メルトダウン）といった一

連の負の連鎖によって、これまでにも類をみない悲劇的な不安と被害を顕在化させた。そのなかでも予

測不能な危険性に対する精神的な不安に加えて、多くの人々が死傷され、また、多くの人命が失われた

ことは悔やんでも悔やみ切れない深刻な問題として真摯に受け止めなければならない。また、それに加

えて、これから予想される「復旧」や「復興」を含む今後の対応を決して見誤ることなく、継続して注

視するとともに、我々としても実行可能な方策を明らかにした上で、可及的努力を傾注していく必要が

ある。 

そこで現段階において何よりも強く問われているのは、この厳しく冷徹な現実問題を直視するととも

に、歴史からの教訓を引き出し、その有効活用を着実に図っていくことである。まず、これまでの自然

災害による間接的な被害の調査・研究を行った主要な先行研究として、以下のものが指摘される。 

１）芦谷恒憲・地主敏樹は、阪神淡路大震災の 3 年後の 1998 年に、兵庫県内の企業を対象として、

被災前、被災後、最近の 3 時点における売上総額、販売先比率、品目別売上比率の 3項目についてアン

ケート調査を行い、被災前後の被災地域産業連関表を作成して、被災による経済影響を分析している。

ただし、被災による影響と経済のマクロ要因による影響は、分離できていない。 

２）片田敏孝・石川良文らは、東海豪雨災害の被災地域を対象に事業所アンケート調査を実施し、事

業所被害の実態を時間的構造や空間的な波及構造の観点から分析している。 

３）また、石川良文は、新潟県中越地震の被害の実態を、入手可能な統計データと著者らが行ったヒ

アリング調査及び文献・各種資料から検討している。とくに、その調査では、被害波及の構造を捉える

ために、全国 47都道府県産業連関表を用いて空間的な経済波及の構造を分析している。 

４）さらに、奥山恭英, M. Sonis, G. Hewings らは、宮澤健一のフレームワークと幾つかの拡張機能を

用いた理論的分析を試み、震災の被害と損失を投入産出モデルのフレームワークを用いて阪神淡路大震

災の経済的評価を行っている。 

したがって、本調査研究では、かかる先行研究の利点を活かした上で、地域間産業連関分析を基本的な

フレームワークとして用いることにし、その活用として、「前方連鎖効果」や「後方連鎖効果」の計測

等により、当該震災による「サプライチェーン」の途絶に伴う空間的な相互依存関係の変化等を計量的

に解明する。また、そのことにより、災害の復旧と復興に関わるインフラ投資の地域間波及のインパク

ト分析を試みる。 
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